
大津市養育費保証契約促進補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、養育費を確実に受け取ることができるよう、養育費の未払が発生し

た場合に備えて保証会社との間に養育費保証契約を締結するひとり親に対し、予算の範

囲内において、その養育費保証契約の締結に必要な経費の一部を補助し、もって福祉の

増進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

⑴ ひとり親 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第

１項に規定する配偶者のない女子又は同条第２項に規定する配偶者のない男子であっ

て、現に児童（２０歳に満たない者をいう。以下同じ。）を扶養しているものをいう。 

⑵ 養育費 民法（明治２９年法律第８９号）第７６６条第１項に規定する子の監護に

要する費用をいう。 

⑶ 保証会社 保証を業として行う者をいう。 

⑷ 養育費保証契約 養育費に係る未払が発生した場合において、保証会社がその債務

の履行を保証する契約をいう。 

（補助対象者） 

第３条 この要綱による大津市養育費保証契約促進補助金（以下「補助金」という。）の交

付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、保証会社との間に養育費

保証契約を締結する時点において大津市内に居住し、かつ、第６条の申請を行う時点に

おいてひとり親に該当する者であって、次に掲げる要件を満たすものとする。 

⑴ 養育費の取り決めに係る債務名義を有している者であること。 

⑵ 養育費の取り決めの対象となる児童を現に扶養している者であること。 

⑶ 契約期間を１年以上とする養育費保証契約を締結していること。 

⑷ 同一の債務名義について、過去に補助金の交付を受けておらず、又は国若しくは他

の地方公共団体等から同種の補助を受けていない、若しくは受ける予定がない者であ

ること。 

⑸ 大津市医療費助成条例（昭和４８年条例第６号）第２条第２項及び第３項並びに大

津市医療費助成条例施行規則（昭和４９年規則第２号）第２条の５の規定により算定

した前年の所得が、同規則第２条の４第１項第１号に定める額を超えない者であるこ

と。 

（補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、保証会社と養育費保証契約を締結する際に要

した経費のうち、補助金の交付の申請を行う者（以下「申請者」という。）が負担した保

証料とする。 



２ 補助金の額は、１の養育費保証契約につき５０，０００円を上限とする。 

３ 補助金の申請は、１の児童について１回を限度とする。 

（事前相談） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、養育費に関する公正証書等の作成について、

母子自立支援員に対し、事前に相談をしなければならない。ただし、市長が認める場合

は、事前の相談を省略することができる。 

（交付申請書） 

第６条 大津市補助金等交付規則（平成１０年規則第３２号。以下「規則」という。）第４

条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付申請書は、大津市養育費保証

契約促進補助金交付申請書（様式第１号）とする。 

２ 前項の申請書は、養育費保証契約締結日の翌日から６か月以内に市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、市長が特別な理由があると認める場合にあっては、この限りでな

い。 

３ 第１項の申請書には、次の書類を添付しなければならない。ただし、公簿等により確

認することができる場合は、第１号から第３号までに掲げる書類を省略することができ

る。 

 ⑴ 申請者及びその扶養している児童の戸籍謄本又は抄本 

⑵ 世帯全員の住民票の写し 

⑶ 児童扶養手当証書の写し又は児童扶養手当支給決定通知書の写し 

⑷ 補助対象となる経費の領収書又はクレジット契約証明書 

⑸ 養育費の取り決めを交わした文書の写し（公正証書（強制執行認諾約款付きに限る。）、

調停調書又は審判書の正本） 

⑹ 保証会社と締結した養育費保証契約書の写し（保証期間が１年以上のものに限る。） 

⑺ その他市長が必要と認めるもの 

（決定通知書） 

第７条 規則第７条第１項の規定による通知は、大津市養育費保証契約促進補助金交付決

定通知書（様式第２号）により行うものとする。 

２ 規則第７条第２項の規定による通知は、大津市養育費保証契約促進補助金交付申請棄

却（却下）決定通知書（様式第３号）により行うものとする。 

（補助金の額の確定） 

第８条 規則第１４条及び第１５条の規定にかかわらず、補助金は、前条第１項の規定に

より通知した額で確定するものとする。 

 （交付請求書） 

第９条 規則第１８条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付請求書は、

大津市養育費保証契約促進補助金交付請求書（様式第４号）とする。 

 （取消通知書） 



第１０条 規則第１９条第４項の規定による通知は、大津市養育費保証契約促進補助金交

付決定取消通知書（様式第５号）により行うものとする。 

 （返還通知書） 

第１１条 規則第２０条第１項の規定による返還の命令は、大津市養育費保証契約促進補

助金返還通知書（様式第６号）により行うものとする。 

（留意事項） 

第１２条 市長は、補助金の交付に係る事務を行うに当たっては、申請者のプライバシー

の保護について、十分留意しなければならない。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この要綱は、令和３年３月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年３月３１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にある改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により

使用されている書類は、改正後の様式によるものとみなす。 

３ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕

って使用することができる。 

 


